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一 新潟大学における英語教育の改善のために -
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0 序 新潟大学教養教育実施委員会委員長 /J ､ 林 昌 二

本 中間報告を審議 し､ まとめた ｢ 外国語教育改善検討特別委員会 (委員長金子 一

郎平成

1 1 年度外国語系列主査)+ は ､ 平成 1 1 年 4 月 1 6 日 の新潟大学旧大学教育開発研究セ ン

タ ー 運営委員会にお い て ､ 以下 の 課題 を検討す るため設置する こ とを決 め､ 全学教養教育

委員会 ( 4 月 2 3 日) に報告 ､ 了承された後 ､ 同年 6 月 4 日に発足 した｡ 爾来 1 8 回の 審

議は ､ 概ね 4 限終了後か ら始まり､ 夜分まで長時間にわたり ､ 熱心に行 われた｡

さて本報告は第
一

に ､ 大学審議会答申 (平成 1 0 年 1 0 月) と､ こ れをふ まえた本学の

学内検討資料『学際的基幹大学と して の新潟大学』(平成 1 1 年 1 月) の提起等によるとと

もに ､ 自己点検と して の ｢新潟大学に おける教養教育に関わる諸問題及び平成 1 0 年度以

降の 改善方向 (答申) + ( 平成 9 年 5 月) に より ､ 本学の 外国語教育の 問題点を洗 い 出 し,

具体的な改善の プラ ン を提起する必要に基づくも の である｡

す なわち､ ①本格的な､ ある い は高度な運用能力 の 育成を目指す ､ とする既修外国語 ( 英

請) におけるア ドヴァ ン ス コ ー スや初修外国語 のイ ン テ ン シ ブ コ ー ス などをより充実 した

も の と して , 大学院教育に接続するなど､ 意欲ある学生の 要請 に応 える必要がある｡ ②文

献英語な どの ように専門科目との 関連 を意識 した統合に つ い て ､ 総合科 目や他 の科目と の

統合を計 っ て ､ 目的意識 の滴養や言語使用主体の 知的形成をイ ン テ グ レ ー トするなど工

夫 ･ 改善が必要で ある｡ ③ ｢本格的+ や ｢ 高度+ の 水準に つ い て ､ 種 々 の 検定の 単位認定

とも関わり､ その 対応関係が理解できるようにす る必要がある, などで あ っ た｡

･ また第二 に , 平成6 年 の 教養部廃止転換後 の外国語教育は , 責任学部制 と いう過渡的な

措置 として決 められたブ ロ ッ ク制に基づ い て実施 されてきた｡ しか し医学部保健学科 の設

置に伴う平成 1 2 年度授業開設 にあたり､ 第
一

で述 べ た抜本的検討の 必要 から ､ これ を直

ちに担当ブ ロ ッ ク に組み 込 む こ とは せず ､ 過渡的な措置 と し て保健学科ブ ロ ッ ク を置き ､

そ の扱い を合わせて検討す る こ とが , 平成 1 1 年 3 月 2 6 日 の 全学教養教育委員会に諮ら

れ ､ 了承され た｡ こ の 委員会 の席上で ､ ブ ロ ッ ク制 の解消 を含め､ すみやか に検討するよ

うに との注文もあ っ た｡

かくする間にも ､ 中央教育審議会の高校教育と大学教育の接続改善の 答申 ( 平成 1 1 年

1 2 月) や ､ 本学大学教育開発研究セ ンタ
ー の省令施設化 (平成 1 2 年 4 月) ,

･

ある い は本

学大学教員委員会のリ ベ ラル ･ ア ー ツと教養教育改善等の中間報告(平成 1 2 年 7 月) ､ 国

大協 ｢英語指導方法等改善の推進 に関する懇談会『(審議経過報告)』に対する意見+ ( 平成

1 2 年 8 月) な どの提起が あ っ た｡

本特別委員会では ､ 上記 の第
一

､ 第二 に つ い て ､ ようやく英語教育改善を第
一

次とする

中間報告に こぎ着けたが ､ これ はひ とえに委員各位の真筆なご協力によるも の であり ､ 心

より厚く感謝するも の で ある｡

詳 しく は本文に依らなければならな い が､ 第 一

に つ い て ､ 大学英語学習の意欲と動機と

を専門英語に連接す る こ とにより抜本的に高める こ とを提起 しており､ また今後のリ ベ ラ

ル ･ エ デ ュ ケ ー シ ョ ン の コ ー

ス づくりに展望を与えて いる｡ 第二 で は ､ ブ ロ ッ ク制に替わ
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る協力学部制を新しく提案して い る｡ 全学的な検討 と実施 の 取り組みを期待 した い ｡

なお､ 本特別委員会 の 委員には ､ ①運営委員会委員長小林昌 二 ②セ ン タ
ー

専任教員吉

永契 一 郎 ③運営委員会委員囲谷知史､ 丸山武男 ④実施部門外国語系列 ワ ー キン ググル

ー プ主査金子 一 郎､ ⑤既修外国語 (英語) 担当金 山亮太 ( 平成 1 2 年4 月 から外国語系列

主査福田
一

雄に交代) ､ 鈴木利久 ､ 成田圭市 ⑥初修外国語担当福沢栄司､ 同橋谷英子ら の

他 ､ 途中早 い 時期 から法ブ ロ ッ ク英語担当高橋正平 ､ 保健学科ブ ロ ッ ク松滞伸 二 の 両氏に

最初オ ブザ ー バ ー と して , 後に委員と して加わ っ て い ただ い た｡

1 は じめに

本報告は , 平成 9 年度の 『新潟大学における教養教育に係わる諸問題および平成 1 0 年

度以降の改善方向 (答申)』におい て外国語科目 の うち, まず英語科目に つ い て策定された

方針を引き継ぎ､ また平成 1 0 年 1 0 月 の 大学審議会答申をうけとめ つ つ
､ これを補完 し

ながら､ より実効ある英語教育の 改善に繋げるため の提言をするも の で ある｡

英語教育が大学教育の なか でとりわけ重要な位置を占める ことは, 大学教育を取りまく

現今の歴史的 ､ 社会的状況 を鑑み るまでもなく ､ 異論 の ない とこ ろで あろう｡ そ の意義は

将来的にますます増大すると思われる｡ 各専門分野か ら英語教育に寄せられる期待 は大き

く ､ 事実､ 教養科目 ( 共通科目) の なかで も英語 には ､ 単
一

学系と して量的 には最大 の授

業時間が充て られて い る｡

しか るに新潟大学にお け る英語教育 の現状 は ､ こ れら の期待 と成果 の要請 に十分に応 え

て い るとは言い難 い ｡ こ の 認識 は ､ 英語教育の 当事者で ある教員と学生の 多くもまた共有

するに至 っ て いる｡ 学生 の学力と意欲の低下 ､ 単位取得が学習動機の 大方 を占めるような

教育の制度的自明化 の弊をは じめ ､ 担当教員 の 減少 などに至 るまで ､ 多く の 問題が顕在化

して いる｡

こ の 現状 に大学教育の第三者評価の 導入 ､ 大学審議会による自主改革の要請 ､ また間近

に迫る独法化など､ 大学をとりまく厳 し い状況 を考え併せるならば､ そ の教育改革が急務

で ある ことは言を待 たな い
｡ 活性化 した実効 ある英語教育を再生する こ とによ っ て ､ 内在

する諸問題を克服 し､ それとともに予想 され る大学変革に対応 しう る体質強化を図らなけ

ればならな い ｡

2 改善案

もとより外国語教育が抱える多く の 問題 を 一

挙に解決するこ とは不可能で ある｡ 本報告

で は部分的な諸問題 の解決に踏み込む の で はなく ､ む しろこれからの 恒常的な教育改善の

ため の不可欠な土台造りを目指 し､ 英語教育の 制度的枠組みに つ い て実現可能 と思われ る

抜本的な改善案を提言す る｡ 改善案 の骨子 は以下 の 2 点に集約され る0

(l) 新潟大学における英語教育の 目標の 再構築
- ｢大学英語+ の設定

-
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(2) 英語教育の 実施責任の 明確化 一 各学部と ｢英語学系+ の共同分担

上記 (1) に つ い て｡ 具体的な内容 は次節以降に詳述されるが ､
｢ 大学英語+ の設定によ

り ､

■
教科と して の英語それ 自体を目的と して学ぶ高校まで の 英語教育と明確 な差異化を図

り , 英語 を手段と して学ぶ教育 - と移行させ る｡ 英語を学ぶ意味は ､ 英語 を言語と して使

用でき るようにな る こ とに ある｡ 何の 目的 の ため に学ぶ かを明確に した教育によ っ て こそ ､

学生に英語学習 の 意義を認 めさせ ､ また意欲 の構 築に繋げる こ とが できる｡

｢大学英語+ の こ の ような言語教育観は今日 ではあまりに 自明で あるが､ こ の自明さが

全て の教育実践におい て共有されるならば, 新潟大学の英語教育の い わば最低 限 の 品質が

保証され る｡

上記 (2) に つ い て ｡ 第 4 節以降に詳述す るように ､
｢ 大学英語+ の 目標を達成するため ､

教養教育の英語 の 授業 の実施責任を, 従来 の い わゆる ｢ ブ ロ ッ ク制+ の ｢ 責任学部制+ か

ら各学部に移管する｡
これ により各学部は ､ 英語教育を学部

一

貫教育の 中に位置づ けて ､

独自 の カリキ ュ ラム を編成する こ とが可能になる｡

_
また自己点検や第三者評価などに基づ

い て ､ 自学部の英語教育を不断に改善する ことができるようになる｡

こ の新 し い体制では､ 英語 の担当教員は自学部の英語教育の 主体となるとともに , 英語

担当教員 の い ない 学部の英語教育の実施 ･ 運営をサポ ー トする ｢ 協力学部制+ (後述) に参

加する こ とになる｡ また英語担当教員で組織される ｢英語学系+ は , 独 自に全学部向けに

提供す る英語教育に つ い て 責任を担う｡

3 新潟大学の ｢大学英語+ の 目標

｢ 大学英語+ は前述 した ように ､ 英語学習を い わゆる目的ではなく手段と して位置づ け,

英語 に つ い て の知識より ､ それを駆使す る能力 の 養成を課題 とする｡ これ により ､ 新潟大

学 の ｢大学英語+ の 目標は以下 の 二 つ となる ｡

[ 目標]

(1) 専門分野 で必要とされ る英語能力 ( 基礎的および応用的能力) の修得

(2) コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン の 手段 として英語を使い こなす能力の 伸長

本報告では便宜的に ( 1) を < 専門英語 > ､ (2) を < コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン英語 > と呼ぶ こ

とにす る｡ こ の 2 つ の 目標自体は特に目新 し いもの で は ない ｡ すで に 『新潟大学にお ける

教養教育に係わる諸 問題および平成 10 年度以降の 改善方向 (泰申)』 にお い ても ､ ほ ぼ同

様 な文言で吉匝われて い たが ､ 今回は こ の 目標 の実現の ために具体的に踏み込んだ提言を行

う｡ 即ち英語教育の現体制 の大幅な見直 しを含め ､ 英語科目群を目標達成の ために再整備

し､ それに相応する教育実践を通 して ､ 学生と教員が共通 の 目標 を追求する体制の構 築を

企画 した｡
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その ために科目 の整備 ･ 再編を行 い ､ 目標 の 達成度を高めるためにも ､ 4 年 な い し 6 年

を通 じて
一

貫 した英語 の教育方針を構築する必要が ある｡ これ まで もい わゆる ｢教養英語+

と専門分野の 英語 の連接の 欠如が指摘されてきたが ､ とりわけ目標 (1) の 実現 の ためには ､

専門 ･ 教養両者の 垣根を取り払う こ とが前提となる｡

< 専門英語 > の ため の授業の 具体的な例と して ､ 平成 8 年度から部分的ながら 1 年次向

けに開設され て い る ｢文献英語+ ( ｢ 心理学英語+ な ど) ､ また平成 1 2 年度より医学部保健

学科で開設 して い る ｢ 入門医療英語+ などが あるが ､
いずれにお い ても ー 般の英語科目に

較 べ て学生 の 高い 関心と意欲が報告され て い る｡
｢ 心理学英語+ や ｢入門医療英語+ などの

英語科目の 特徴 は ､ 専門分野と の 緊密な連接 にあるだけで はな い ｡ これらが英語教育の 改

革例と して モ デル となる の は ､ 言語それ自体の修得を目的とするよりも ､ む しろ言語を他

の 目的に従属させ る学習によ っ て ､ より高い勉学意欲と学習効率が生み出され る ことを示

して い るためで ある｡

したが っ て ｢大学英語+ の趣旨を学生に解りやすく了解させるためにも ､ 従来まで の教

科名 ｢英語 I A + ｢英語 I B + などを見直 し､ 英語を通 して 学ぶ べ き事柄 を科目名に冠す る

など の 工夫が必要になるで あろう｡
こ の 場合､

｢哲学英語 (入 門) + ｢医学英語 (入門) + な

どの 各専門分野に相応 した科目 の他に ､ 文学作品を読む の で あれば ｢文学英語+ ､ 新聞 など

の メ ディ ア を扱うの で あれば ｢ 時事英語+ などを設 定する こ とになる｡

学生の学力不足か ら､ 目標の ( 1) に対応する科目の 開設が困難 と思われ る場合には , 予

備的な段階 の授業科 目を用意する こ とに なるが ､ こ こ で も ｢ 大学英語+ の趣 旨に沿 い
､ 専

門分野 - の連接をし っ かり視野に入れた教育を施す べ きで ある｡

｢ 大学英語+ の 目標 (2) は ｢ コ ミ ュ ニ ケ∵ シ ョ ン の 手段と して英語 を使 い こ なす能力 の

伸長+ で ある｡ こ こで は ､ 目標 (1) の 特定専門分野に深く係わる英語能力と異なり ､ 分野

を問わず学生 一

人
一

人が 自己 の言語活動におい て , 母語と‾並ん で英語 を 一

般的な コ ミ ュ ニ

ケ ー シ ョ ン の ために使 い こ なす能力を育成するもの となる｡

こ の < コ ミ ュ ニ ケ ー

シ ョ ン英語 > では ､ 英語 のネイテ ィ ブとの コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン の み

ならず ､ 英語 を外国語 ある い は第2 言語と して用 い て い るノ ン ･ ネイテ ィブとも広く意志

疎通ができる E W C P( E n g l i s h f o r W i d e r C o m m u n i c a t i v e P u r p o s e s) の 能力伸長が意図される｡

こ こ で ｢ 大学英語+ の 実効ある教育を実現するために は､ 学生 一

人
一

人が英語に対 して

受 け身で 臨む の で はなく ､ 自らが言語主体であると いう意識 の 下に ､ 英語を手段と して使

い こ なす姿勢を持 つ ように しなけれ ばならな い
｡ その ためにはオ ー ラル ･ コ ミ ュ ニ ケ ー シ

ョ ン など の授業にお い て
一 層の 工夫が必要となる｡ また こ の教育目標 の ために数多く の ネ

イテ ィ ブ ･ ス ピ ー

カ
ー が投入 されるが

､ 教育の 実をあげるためには､ ネイテ ィ ブ ･ ス ピ ー

カ ー に教育の 内容や形態に つ い て明確な委託が与えられ ､ 不断に指導できる体制 を作るこ

とによ っ て ､ 彼 らが有意義に教育活動 に従事できるように図る こ とが不可欠で ある｡

目標達成の ための 新実施体制

-
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4 . 1 ｢ ブ ロ ッ ク制+ の 見直 し

平成6 年 の教養部の廃部以来 ､ 新潟大学の外国語科目の英語は ､
いわゆる ｢ ブ ロ ッ ク制+

によ っ て運営され て きた.
つ まり人文学部が理 , 工学部め ､ 法学部が医 ､ 歯 , 農学部 の ､

また経済学部が教育人間科学部の ｢教養外国語教育責任学部+ と して ､ それぞれが外国語

科目 の英語 の授業を実施 してきた｡

もともと大綱化 した設置基準 の主 旨からすれば ､ 本来 ｢ 教養英語+ は名実ともに学部
一

貫教育の なか に位置づ けられる べ きも の で あ っ た ｡ しか し
､ 各学部はそ の 時点で自前で ｢ 教

養英語+ を実施する ス タ ッ フや ､ ノ ウ ･ ハ ウを持たず､ か とい っ て ある特定 の 学部､ 例 え

ば人文学部に ､ 全学の 英語教育の実施責任を負わせ る こ とは､ 負担の 重さからい っ て も無

理 だ､ として考え出された便法が ｢ ブ ロ ッ ク制+ であ っ た｡ その 基本的性格は ､ なお教養

部時代の英語教育を引き継 いだも の である｡ 科目■名 , 履修方法 ､ クラ ス 編成､ 修得単位な

どに , ほぼ全学共通 の基準が適用され ､ 授業運営上の 実務のみ を先の 3 ブ ロ ッ クに分割 し

たも の で ある｡ こ の 体制 によ っ て今 日まで ｢教養英語+ が安定的に維持 ･ 運営されてきた

の は確かで あるが ､ 反面､ 学部教育と切り離されたまま の 履修体制が恒常化 し つ つ ある｡

こ の 間､ 法学部の 1 外国語選択必修制や理学部,
工学部で の集中 コ ー ス など､ 修得単位数

の 見直 しを含めた改革が 一 部でなされてはきたが､ 大勢と して は教養部時代 の 全学共通基

準 - の 志向性 を強く持 っ たまま今日 に至 っ て い る｡ その ために能力別 クラ ス 編成､ 補正教

育､ ある い は統 一

テ キ ス トの使用や共通テ ス トの実施 など様 々 な要望が各学部 から出され

はするが ､ 全学的な合意形成が難しく ､ 実現される ことなく , 今日まで 至 っ て い る｡

しか しながら平成 1 2 年医学部保健学科 ( 学年定員 1 6 0 名) の新設 にともな い
､ 現行 の

｢ ブ ロ ッ ク制+ を見直さなければならなくな っ た｡ それ は 1 つ に は､ 保健学科を医学科と

同 じ法学部ブ ロ ッ ク に入れた場合 ､ ブ ロ ッ ク間の 負担 の ア ン バ ラ ン ス が 生 じ､
｢ ブ ロ ッ ク

制+ の維持が困難に なる という問題があり､ もう 1 つ は保健学科の英語教育で は ､ 履修 目

的 ､ 履修形態などが専門と の
一

貫教育の なかに明確に位置づ けられ ており ､ これまで ｢ブ

ロ ッ ク制+ に よ っ て維持され てきた五十嵐キ ャ ン パ ス で の英語教育の カリキ ュ ラ ム構成 と

は馴染まな いもの にな っ て い ると いう問題である ｡ それゆえ保健学科 の新設 を機 に ､ 新潟

大学の英語教育に つ い て の 目標 を定めるとともに , その 目的達成 の ために い か なる実施体

制が望ま し い かを検討 した結果 ､ 以下 の体制 を新 しく採る こ とと した｡

4 . 2 各学部と ｢英語学系+ の分担

英語教育は可能な限り学部 一

貫教育の なか に置かれる べ きで ある｡ しか し個々 の学部で

は対応が困難で あ っ たり ､ 全学向けに実施する方 が効率的なも の に限 っ て ､
｢英語学系+

( ｢教養教育の 実施に 関す る規則+ 第 7 条別表) が 責任を持 っ て実施する｡ これが新し い 教

育体制の骨格をなして い る｡

そのために
､

まず現在開講されて い る外国語科目の 英語 を､ 学部が実施責任を負う部分

と ｢ 英語学系+ が責任を負う部分とに分ける｡ 次に学部
-

景教育に位置づ けられる英語教
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育の 部分に つ い て は ､ . 全学的な合意な しに各学部の 判断で 実施できるように し､ その
一

方

で ｢英語学系+ は学部カリキ ュ ラム とは独立 した コ.
-

ス に責任をも っ て 全学に提供 して い

く ｡

つ まり ｢ブ ロ ッ ク制+ に あ っ ては基本的 に全学同
一

基準 の適用が前提 とされ ､ 個々 の学

部からの 改革提案は ｢ 外国語系列会議+ で の合意を得なけれ ばならなか っ た｡ それに対 し

新たな実施体制 ( ｢協力学部制+
-

後述) のもとで は ､ 英語教育全体 を個別学部向けと全学

向け の 二 つ に大きく分ける こ とによ っ て ､ 各学部向け の授業に つ い て は教養校舎使用な ど

の調整 を除 い ては学部主導で行われる｡ その 一 方で ｢英語学系+ は ､ 各学部 の カリキ ュ ラ

ム に留意 しつ つ ､ 独自に構想す る授業 を全学に提供 して いく責任を負う｡

各学部と ｢英語学系+ の分担は ､ 現在 ｢ 英語 I A + ｢英語 I B + と して開講されて い る コ

マ 数を各学部が担当 し,
｢ 英語 ⅠI A J ｢ 英語 ⅠI B J ｢英語 ⅠⅠI+ と して 開講されて いる コ マ

数を ｢英語学系+ が担当するもの とする｡ 前者に つ い て は現在, 多く の学部で は必修 4 な

い し 6 単位分 ( こ の 場合の 1 単位は ｢9 0 分 × 1 5 回十試験+) の 授業が整備 されて いる｡ した

が っ て各学部が分担する ｢ 教養英語+ にはこ の 4 な い し6 単位分の コ マ 数が基礎数と して

配分 され ､
これらは英語担当教員及び非常勤講師によ っ て担当され る｡

4 . 3 ｢ 協力学部制+ の発足

現在新潟大学における ｢ 教養英語+ の うち必修 に あたる ｢ 英語 I A + と ｢英語 I B = 耳､

セ メ ス タ ー 制 で数 えて
, 全体で 3 2 2 コ マ 開講 されて い る｡ 今回 の 外国語教育改善特別検討

委員会で は こ の 開講 コ マ 数 を議論 の 前提 と した｡
コ マ 数 の大幅増は望め ない現状におい て ,

なお ｢ 新潟大学における英語教育の 目標+ の実現 の ために ど
I
Q ) ような改革の可能性が ある

の か , こ の 限られた コ マ 数 をどの ように使う こ とがも っ とも有効で あるかとい う議論 を行

つ た｡

これは外国語 の 4 技能 ( 聞く ､ 話す ､ 読む ､ 書く) の 習得 の どこ にウ エ イ トを置く べ き

か ､ さらには ｢読む+ とい う技能ひ と つ をと っ て も､ 専門書関連 の講読を念頭に置く も の

とするかなど､ 限られた コ マ 数という条件のもとだけに ､ 授業内容は様々 に異ならざるを

得な い
｡

つ まり授業の 開設 主体が､ こ の 限られた コ マ 数をどういう意図で開設 して い るの

かが ､ 明確に され なければならな い ｡ それ によ っ て具体的な授業内容が 決 っ てくる の で あ

り ､ これには学部 の 考えが不可欠で ある｡

さらに ､ 現状 の英語教育が抱 える大きな問題 と して非常勤講師依存率 の 高さに つ い て考

慮する必要がある｡ 平均 して ｢ 教養英語+ の 非常勤講師依存率は 6 0 % 強 とな っ て おり ､ 英

語 の 担当教員の ｢ 教養英語+ で の役割 は ､ 今や授業担当者で あると同時 に コ - デ ィネイ タ

一

役 である｡ こ の 役割を十全な形で果たすために は､ 非常勤講師に明確 な授業目標を示 し

たうえで担当を依頼する ことが不可欠で あり､ それには学部の教育方針が反映されなけれ

ばならな い ｡

つ まり各学部は､ 既存の 学務委員会､ ある い は新たに設置が必要となろう ｢外国語教育

-
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委員会+
.

( 仮称) 等を通 じて 自学部の英語教育の 目標 を立て ､ その 実現 の ため の 実施主体と

なる必要がある｡ ただ英語担当教員を持たな い学部 (理学部､ 工学部 ､ 医学部､ 歯学部､

農学部) が こう した実務の 全て をこ なす ことは困難で あり ､ こ の ため人文学部 ､ 法学部 ､

経済学部 ､ 教育人間科学部 を ｢ 協力学部+ と し, そ の英語担当教員が協力関係に ある学部

の 当該委員会に加 わり､ 必要な実務を分担 し
､ 同時 に改革のたゆの 提言 をして いく.

従来 の ｢ ブ ロ ッ ク制+ に代わる こ の新体制 を､
｢ 協力学部制+ と呼ぶ こ とにす る｡ こ の 協

力学部に つ い て は ､ 現行 の ｢ ブ ロ ッ ク制+ からの ス ム ー ズな移行を考慮 して ､ 以下 のよう

な協力関係とす る｡

豊塾二 豊塾 _

人文学部

教育人間科学部

法学部

経済学部

理学部

工学部

医学部医学科

JJ 保健学科

歯学部

農学部

亀虫豊遜 + _ _ _ _ _ _ _ _ _ _ _

( 人文学部)

(教育人間科学部)

( 法学部)

(経済学部)

人文学部

人文学部

法学部

教育人間科学部

法学部

経済学部

各学部 の ｢ 外国語教育委員会+ 等にお い て は ､ 英語教育の 目標 の具体化 , 必修単位の 見

直 し､ 非常勤講師 の任用 ､ 時間割編成 ,
ク ラ ス 規模 などの 問題 か ら , 学科別 の統

一

テ キ ス

トの使用や ､ 能力別クラ ス 編成 ､ 補正授業 ､ 成績評価基準 ､ ある い は留学の 単位認定な ど

全て を検討 の対象と し､ それぞれを全学レ ベ ル で の合意形成 を必要とせずに学部の判断で

決める こ とができるよう にする｡ こ の 具体化の ために協力学部の英語担当教員は積極的に

提言を し､ 必要な実務を担当 して いく こ とになる｡

4 . 4 ｢ 大学英語教育研究部門+ の学内措置による設置

新潟大学の英語教育の改善は現在､ 個々 の 教員の創意工夫と ｢外 国語系列会議+ の提案

に依存する形に な っ て い る｡
｢ 外国語系列会議+ の 主管事項は しか し､ 年度毎の 教養外国語

教育の実施運営である｡ こ の ため､
｢外 国語系列会議+ が長期的な展望 の もとで英語教育の

改善の在り方 を研究 し､ その方向を全学に示 して ､ 個々 の教員の創意工 夫を支援する機能

を果たすこ とは困難で ある｡

したが っ て ｢外国語系列会議+ とは別に､ 大学外国語教育の中で もとりわけ ニ ー ズと期

待 の大き い英語教育の 改善に関わる事柄を専門に研究する組織の存在が 望まれる ｡ こう し

た組織は仮に大学教育開発研究セ ンタ ー の 1 つ の 内部機構と して設 けられる こ とが考えら
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れる｡ 英語教育お よびそ の 関連分野を専門とす る教員がそ の構成員となり､ 新潟大学の 英

語教育の改善に関わる事柄全般にわた っ て調査 ･ 研 究し, その成果を各学部や英語担当教

員に還元す る ことが期待 され る｡

具体的には こ の ｢大学英語教育研究部門+ ( 仮称) は ､ 新潟大学における英語教育の ニ
ー

ズ の分析､ 目標設 定､ シラ バ ス 編成､ 指導法 ､ 評価法､ 自己点検､ 外部評価､ 教師教育(F D)

とい っ た領域に つ い て研究 し､ 建設的な提言 を行 い ､ 必要 に応 じて ワ +
ク シ ョ ッ プなどを

開催す る こ とを主管事項とする｡

本組織と同様 の趣旨で既に平成 7 年9 月 に設 立され ､ 現在､ 大学教育開発セ ンタ ー

の研

究プ ロ ジ ェ ク トと して位置づ けられて い る組織に ｢ 新潟大学教養外国語研究部会+ がある｡

本節で提案する ｢ 大学英語教育研舞部門+ は ､ こ の ｢教養外国語研究部会+ の特に英語教

育部門を発展 させた機構と位置づ ける こ ともでき る｡

5 各学部が実施する英語教育

｢教養英語+ の うち各学部が実施する部分に つ い て は ､ それぞれ の事情を勘案 して ､
<

専門英語 > と < コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン英語 > を望ま し い形に組み合わせ て開講する こ とに な

る｡ 以下にそう したカリキ ュ ラム を編成する際 の基本的な考え方を述 べ る｡

5 . 1 < 専門英語 >

日本 の 大学で開講され る英語 の授業科 目 の 目標に は ､ ( 1)
一

般的 ･ 日常的な英語 の コ ミ

ュ ニ ケ ー シ ョ ン能力 を伸長す る ､ ( 2 ) 専門分野 の職業人 に必要な英語を身に つ ける , ( 3 )

専門分野 の学問研究に必要な英語 を学ぶ , ( 4) 海外 の大学院な どで学ぶ際に必要になる英

蕎 の ス タディ ･ ス キル を訓練する､ ( 5) 教養をい っ そう深める ､ などが設定されてきて い

る ｡

本報告が提言する新潟大学の ｢ 大学英語+ の 目標 は上 の (1) - (4) を包含するもの で

ある｡ すなわち (1) と ( 4) は < コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン英語 > , ( 2) と ( 3) は < 専門英語 >

の 目標 に位置づ けられる｡

各学部は (2) と ( 3) の < 専門英語 > に つ い て は ､ 学問分野特有 (d i s c i pl i n e s p e ci f i c)

の E A P ( E n g l i s h f o r A c a d e m i c P u r p o s e s) 科目を学部 の
一

貫教育の なか に位置づ けるだけで

はなく ､ 領域によ っ て は卒業後 の 職業実践に不可欠な英語能力で ある 巴O P(E n g li sh f o r

O c c u p a t i o n a l P u r p o s e s) も視野に入れる必要がある｡

これは医学部保健学科を例にとれば ､ 看護学の 英語文献を読み書きする能力 の伸長 を目

的とする ｢看護英語+ (E n

_
g l i s h f o r N u r s i n g) とい っ た E A P 科目に加 え､ 看護婦が実務上必

要とする ｢看護婦の ため の英語+ (E n g li s h f o r N u r s e s) を修得する EO P 科目も整備する こ

とを意味する｡

各学部が独 自に整備す る英語教育カ リキ ュ ラム は したが っ て ､ (1) - ( 4) の 目標に軽重

を つ け､ 対応する授業科目の 開始の 順序や割合を定めたも の に なる｡ その際の基本型は ､
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高校まで の ( 1) の目標を引き継ぐ< コ ミ ュ ニ ケ ー

シ ョ ン英語 > 科 目を大学入学初年度に配

置し､ 併せて < 専門英語 > の 基礎的能力 を身 に つ けさせ る ( 2) の科目を 1 年次に導入 し､

さらに < 専門英語 > が高学年に向けて漸進的に増加するように (3) の 科目を配置す る ｡ こ

う した必修科目に加 えてさらに学習意欲の ある学生の ためには､ 2 年次以降などに選択で

受講できる ( 1 ) の 上級 レ ベ ル クラ ス [ A d v a n c e d の A を使 い ( 1) A と示す] や ( 4 ) の

授業を開講する｡
こ の ｢ 大学英語+ の カリキ ュ ラ ム の 基本型は ､ 次 ペ ー ジのように図示 さ

れ る｡

こ の基本型とは異な っ て ､ < ± ミ ュ ニ ケ
-

シ ョ ン英語 > を思 い切 っ て重視する学部もあ

るだろう し, 逆に ｢ 専門英語+ に大きく傾斜する学部もあるだろう｡
いずれ の 場合も内外

に説明責任を果た しうる英語教育カ リキ ュ ラム を編成す る こ とが求められ る｡ また ( 3) の

授業科目は､ 教養教育科目として ではなく ､ 学部の 専門科目と して開講する ことも考えら

れる｡ 専任 ･ 非常勤､ 日本人 ･ ネイテ ィ ブを問わず､ 新潟大学の英語教師はこれまで < コ

ミ ュ ニ ケ ー

シ ョ ン英語 >
､ すなわち上記 の (1) と (1) A と ( 4) の 科目に つ い て は ､ 何ら

か の 教授体験を有して い る｡ ( 2) と ( 3) の ため の授業は広く E S P (E n g l i s h f o r S p e c i f i c

p u r p o s e s) と呼ばれ る領域の もの で あるが , 近年 の 教材 ･ 教授法め充実に よ っ て ､ 当該分野

の ( 英語を専門と しない) 専任教員 はもとより ､ どの英語教員 であ っ ても コ ミ ッ トメ ン ト

しだい で担当可能な状況が 生まれて い る｡

5 . 2 < コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン英語 >

新潟大学の ｢ 大学英語+ の 目標 (2) ､ すなわち< コ ミ ュ ニ ケ ー

シ ョ ン英語 > の ため の授

業の 改善 ･ 改革は ､ 学内外 から最も期待されて い ると同時に ､ 早急に実施可能で あると考

え られ る｡
こ の 授業 の科目名は , 名前が授業内容 を物語る ようなも の で ､ 且 つ 大学 で 行う

授業に相応 し いもの と したい ｡ こ の 科目は外国人教員による授業が主体となるが､ 日本人

教員による授業も不可欠で ある｡ 前者に は ､ テ キ ス トを用 い たオ
ー ラル ･ コ ミ ュ ニ ケ ー シ

ョ ン の 授業､ テ キ ス トを用 いな い で幾つ か の話題 を扱うプ レ ゼ ン テ
ー シ ョ ン とフ リ ー ･ ト

ー キン グの授業､ e
-

m a i l ･ 手紙 ･ 日記 など文章による自己表現能力を養う授業､ 英語によ

る報道番組を聞き取る能力 を身に つ ける授業などが挙げられ る｡ 日本人教員による授業 と

して は､ テ キス トを用 い てオ ー ラル ･ コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン の 基礎を身に つ ける授業､ テ キ

ス トを用 い たリ ス テン グ能力 の 基礎 を養う授業､ 新聞 ･ 雑誌などの 時事英語 の 基礎的読解

力 を養う授業 ､ 各種検定試験準備 の ため の授業 ､ な どが考えられる｡ いずれ の 授業も扱う

対象を限定 し､ 授業内容を明確 にする こ とが重要で ある｡

- 10 9
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クラ ス 編成は､

授業内容に応 じ

て習熟度別クラ

ス の導入が必要

で ある｡ 特に外

国人教員による

テ キ ス トを用 い

たオ ー ラル ･ コ

ミ ュ ニ ケ - シ ョ

a. ミ . n 三 ケ -
～

:･
･
/

罰 ンtT) 手段 と虹.
′ て英語 を使y

y
-'も こなす能力

( 1) ( 1 )
一

般的 ･ 日常的 上級

1 年

2 ) ( 3 )

4 ･ ･

ディ ス キル

最終学年

専門職業 学問研究

専門分野 で必要 とされ る英語能力

ン の授業は､ 同
一

時限に 3 クラ ス 以上設定 し､ クラス 分けテ ス トによ っ て クラ ス 編成を行

う ことが不可欠で ある｡

その 際の クラ ス 規模は , 1 5 名程度が望ま し い
｡ こ う した科目は､ 5 0 - 6 0 分の 授業を最低

で も週 2 回実施 しなけれ ば効果は期待できな い
｡ 使用するテ キ ス トは ､ 授業内容 に応 じて

共通テ キ ス トの選定も考慮す べ きで ある｡ 外国人 によるテ キ ス トを用 いたオ ー ラル ･ コ ミ

ュ ニ ケ ー シ ョ ン の授業でほ ､ レ ベ ル の 異なる共通テ キス トの使用が望ま し い 61

成績評価にあた っ ては､ 定期試験以外に公的検定試験 の利用を考慮す べ きで ある｡
こ れ

によ っ て授業成果 の客観的な評価が可能になる. そ の場合､ 公的検定の結果 を評価の 一 部

に加 える こ とも , その結果によ っ て成績評価をするこ とも考えられる｡ 非常勤講師に つ い

て は
､

日本人 講師 ､ 外国人講師 い ずれ の場合にも ､ 英語教授法 の 資格 ･ 学位 を有す るもの

が望ま しい が､ 人格 ･ 教育経験なども考慮 に入れる ｡ 契約は単年度とす る｡ 非常勤講師 の

選定および授業委託 に あたる担当者は ､ 非常勤講師 による授業を効果的に実施す るために ､

テ キ ス ト選定､ 授業内容 などに つ い て非常勤講師と綿密 に協議 し､ 授業の 実施 にあたる ｡

その ための マ ニ ュ ア ル 作成も考慮すべ きで ある｡ 学部によ っ ては更に ､ 外国人教員に よる

授業を企画 し､ 効果 的に実施す るために企画推進責任者に協力する外国人ア ドヴァイ ザ -

を設ける｡

6 ｢ 英語学系+ が 実施す る英語教育

これ は ｢ 英語学系+ が ､ 現在の ｢ 英語Ⅱ A + ､
｢ 英語Ⅱ B + ､

｢英語 Ⅲ+ として 開講されて

い る コ マ 数 ( セ メ ス タ ー 制で 4 8 コ マ) と人的リ ソ ー

ス を用 い て授業を開講す るもの である｡

授業は五十嵐キ ャ ン パ ス に加えて , その
一

部 を旭町キ ャ ン パ ス で も開講するo

こ の授業科目は 2 種類ある｡ 1 つ は新潟大学の ｢ 大学英語+ の 目標 (1) の 上級 レ ベ ル の

もの で ある｡ これは先の 5 . 2 で言及 した (1) A に相当し､ < 上級 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン英

語 > と呼 べ るもの で ある｡ こ の種 の授業は各学部で細切れに開講するよりは全学的に実施

する方が､ 集中授業クラ ス や統 一

テ キ ス ト ･ テ ス トの 可能性な どを考慮でき る点で ､ 機能

的で ある｡

こ の 科目名 には ､
｢ 英語上級リ ス ニ ン グ+ ｢英語上級 ス ピ ー

キ ン グ+ ｢ 英語上級リ ー デ ィ
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ン グ+ ｢英語上級 ライテ ィ ン グ+ な どが考えられる｡ こ う した授業で得 られ る英語能力 の伸

長 の程度は ､
｢ 実用英語検定+ や ｢ T O E I C+ や ｢ ケンブリ ッ ジ英検+ など の ､

一

連 の公的英

語熟達度試験 で評価されうる｡
r 英語学系+ が実施するもう 1 つ の授業は ､ 先の 5 . 2 で 言

及 した目標 (4) の ｢ 海外 の 大学院等で学ぶ際に 必要になる英語 の ス タディ
･ ス キ ル を訓練

す る+ ため の授業で ある｡ こ れも全学向けに特化 したも の と して ｢ 英語学系+ が開講する

こ とが機能的と考えられる｡ 各学部が実施す る可能性 の ある < 専門英語 > の E A P が専攻分

野別 (d i s c i p l i n e s p e c i f i c) で ､
｢ 読み+ ｢ 書く+ の 技能伸長 に焦点が置 かれる の に対 し､

こ の 科目は
一

般的な ( g e
ヮ

e r al) E A P に位置づ けられ る.

そ の 目標 は英語 の レ クチャ
ー を ｢ 聞く+ こ とも.､ デ ィ ス カ ッ シ ョ ン の 場面で英語で ｢ 話

す+ こ とも含む.
レ ベ ル として は上級で あるが ､ < 上級 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン英語 > が

一

般

的な場面 を扱うの に対 し､ 本授業科目で は英語 を用 い た大学 ･ 大学院 の授
.
業場面などを扱

う < アカデミ ッ ク英語 > と呼ぶ べ きも の で ある｡ したが っ て本授業科目は E A P の 性格を有

するもの の ､ 広く
一

般的な学問分野における コ ミ ュ ニ ケ ー

シ ョ ン を対象と して いると い う

点で ､ < コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン英語 > に分類されうる｡ 受講生に は各学部の 3 年生な い し 4

年生および留学を希望する大学院生や教職員が想定されるが､ その クラ ス 分けは各学部の

特殊性に対応するよりは ､ む しろ文系 ･ 理系 の 大まか な二分法が適切で ある｡

こ の < アカデミ ッ ク英語 > ゐ授業 の具体的な科 目名 には ､
｢英語 ス タデ ィ ･ ス キ ル+ ｢ ア

カデミ ッ ク
･ リ ス ニ ン グ+ ｢ アカ デミ ッ ク ･ ス ピ ー

キ ン グ+ ｢ ア カデ ミ ッ ク ･ リ ー デ ィ ン グ+

｢ ア カデミ ッ ク
･ ライテ ィ ン グ+ などが考えられる｡ こう した授業を通 して得られる学習

成果は､ 欧米などに留学をする際に受験が求められ る ｢T O EF L+ や ｢I E LT S+ などの E A P 熟

達度試験を受験 して評価されうる｡

7 おわりに

以上に つ い て要約すれば ､ 第
一

に , 新潟大学の英語教育は 高校まで の それと明確 に差異

化された ｢ 大学英語+ を設定す る こ とによ っ て ､
｢ 英語 を学ぶ+ 教育から ｢ 英語で学ぶ+ 敬

育 - と移行す る｡ 第二 に ､ これまで 唆昧で あ っ た英語教育の 実施主体を明確化 し､ 各学部

と ｢ 英語学系+ がそれぞれ分担 しながら英語教育を実施する｡ 各学部は < 専門英語 > と<

コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン英語 > か ら取捨選択 して学部独自の ｢ 大学英語+ の カリキ ュ ラム を構

築し､ 新し い ｢ 協力学部制+ の もとで 4 年ない し 6 年 にわたる英語教育を実施する｡
｢英語

学系+ は各学部 の カリキ ュ ラム との 関連を考慮し つ つ ､ 有用な ｢ 大学英語+ の授業を独自

に提供す るという提言に なる｡

多くの 教育分野と同様 に ､ 英語教育で の カリキ ュ ラム 開発に は T a b a( 1 9 6 2) * の方法が踏

襲されて い る｡ そ れは (1) ニ
ー ズ の診断 ､ ( 2) 目標 の 設定､ ( 3) 内容 の選択 ､ ( 4) 内容 の

編成 ､ (5) 学習体験 の選択 ､ (6) 学習体験 の編成 ､ .( 7) 評価内容と評価方法 の決定 ,
の ス

テ ッ プを踏むも の で ある｡

各学部独自 の カ リキ ュ ラム 編成を求め る本報告 の趣旨か らは ､ (1) ニ ー ズ の診断､ と(2)
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目標設定 の 手順 ､ とが とりわけ重要 で ある｡ 英語教育にお ける ニ ー ズ の診断 には
､ 場面分

析 ( s i t u a t i o n a l a n al y s i s) や コ ミ ュ ニ カテ ィ ブ ･ 土 - ズ ･ ア ナリ シ ス な どの 手法が確立

されて いる｡ ･ 学部の 現役学生 ､ 卒業生､ 教員 - の ア ン ケ ー トや面接のみならず､ 受講生が

将来 , 職場や 出先や研究環境な どで ､ 実際に英語を用 い て行う こ とになる様 々 なタ ス ク を

分析する こ とで ､ 学部と して養成すべ き英語能力を特定する こ とができる｡

こ うノ して目標が設定されれば ､ 次は (3) - ( 6) の ス テ ッ プで教育内容と教育方法 を決

定することになる｡ こ こ で は誰が､ どん な教材を用 い て ､ どの ような学習指導を行うか の

方針を決める｡

カ リキ 耳 ラム 開発 の最終ス テ ッ プ の ( 7
.) は ､ 受講生 の 学習到達度をい か に評価し､ 報告

するか に係わる､事項で ある｡ 英語教育でも評価の 在り方は学習指導の在り方に大きな影響

を及ぼす｡ 評価の在り方 の決定は , 受講生 の 対外的な能力証明､ さらに学部の 英語教育に

つ い て の 自己点検や外部評価という観点 からも重要で ある｡

英語教育学 の分野では 以上 の (3) - (7) の ス テ ッ プ に つ い ても研究が進み , 各段階 に

お い でカリキ ュ ラ ム編成者が選択でき る複数の 可能性 と､ そ の それぞれ の長所 ･ 短所など

が明らか にされて い る｡ 英語担当教員が不在の 学部 の ｢ 外国語教育委員会+ で は特 に ､ こ

う した点に つ い て ､ 協力学部の英語担当教員 の 協力 を得て ､ 学部独自の 充実 した英語教育

カリキ ュ ラム を開発
′

されるよう期待 した い｡

(T a b a( 1 9 6 2) * : T a b a
､ fl. 1 9 6 2 . C ur r i c u l u m D e v e l o p m e n t : T h e o r立a n d P r a c t i c e . N e w Y o r k :

H a r c o u r t B r a c e . )
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'

r 中 間 報 告+ 骨 子

1 新 潟 大 学 に お ける 英語 教 育 の 目 標 の 再 構 築 - ｢ 大 学英 語 + の 設 定
･ 教科 とし て の 英語 そ れ 自 体 を 目 的 として 学 ぶ 高 校 まで の 英 語 教 育との 差 異 化 を 図り ､ 本

学 の 英語 教 育 は 英 語 を 明 確 に 言 語 手 投 として 学 ぶ ｢ 大 学 英 語 + を 基 本 とす る ｡

･ そ の た め 教 養 英 語 と専 門 英 語 を連 接さ せ ､ 英 語 教 育 を 4 な い し 6 年 の 学部
一

貫 教 育 の な

か に 位 置 付 け る ｡

･ ｢ 大 学 英 語 + が 目 標 とす る英 語 能 力 は 以 下 の 二 つ で ある ｡

( 1 ) 専 門 分 野 で 必 要 とされ る 英 語 能 力 ( 基 礎 的 お よ び 応 用 的 能 力) の 習 得

( 2) コ ミ ュ ニ ケ ー

シ ョ ン の 手 段 として 英 語 を使 い こ な す 能 力 の 伸 長
･ 科 目 名 は 従 来 の I A / I B な ど に 代 え ､

｢ 文 学 英 語 + ､
｢ 医 学 英 語 + ま た ｢ 時 事 英 語 + ､

｢ オ

ー ラ ル ･ コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン + な ど英 語 を通 し て 学 ぶ 学 習 対 象 ､ な い し 習得 す べ き 英語 運 用

能 力 を 明 示 したも の とす る ｡

2 目 標 達 成 の た め の 新 実 施 体 制

･ 英 語 教 育 の 責 任 主 体 を明 確 に し , 各 学 部 と ｢ 英 語 学 系+ が 共 同 分 担 す るも の とす る ｡ 学 部
一

貫 教 育 の な か に 位 置 付 けられ た 英 語 を各 学 部 が
､ 全 学 向 け の 上 級 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン

英 語 を｢ 英 語 学 系+ が そ れ ぞ れ 分 担 し ､ 実 施 責任 を負う ｡

･ こ れ に より従 来 の ほ ぼ 全 学
⊥

律 の 教 育 シ ス テ ム を 改 め ､ 各 学部と英 語 学 系 に よる不 断 の

教 育 改 革 に 道 を拓く ｡

2 - 1 各 学 部 が 実 施 す る英 語 教 育
･ 各 学 部 は ｢ 外 国 語 教 育 委 員 会( 仮) + な どを設 置 し ､ 自 学 部 に お ける 英 語 の 教 育 方 針 を策

定 し ､ 現 行 の 英 語 I A / I B に ほ ぼ 相 当 す る コ マ 数 の カリキ ュ ラ ム を企 画 す る ｡ 英 語 担 当 専

任 教 員 の い な い 学 部 に は 臨力 学 部 の 英 語 担 当 教 員 が 委 員 会 に 参 加 し ､ 必 要 な 実 務 を分

担 し ､ 同 時 に 改 革 の た め の 提 言 を行う ｡

･ こ の た め 現 行 の ｢ ブ ロ ッ ク制 + か ら｢ 協 力 学 部 制 + - 移 行 す るが ､
ス ム ー ズ な移 行 を考 慮 し

て
､ 以 下 の ような協 力 関 係 とす る ｡

学 部 ･ 学 科 協 力 学部

人 文 学 部

教 育 人 間 科 学 部

法 学 部

経 済 学 部

理 学 部

( 人 文 学 部)

( 教 育人 間 科 学 部)

( 法 学部)

( 経 済 学 部)

人 文 学 部

学部 ･ 学 科 協 力 学 部

医 学部 医 学 科

医 学 部 保 健 学 科

歯 学 部

工 学 部

農 学 部

法 学 部

教 育人 間 科 学 部

法 学 部

人 文 学 部

経 済 学 部

2 - 2 ｢ 英 語 学 系 + が 実 施 する英 語 教 育
･ 現 行 の 英 語 Ⅱ A / Ⅱ B , Ⅲ として 開 講 され て い る コ マ 数 を 用 い て ､ 全 学 に 向 けた 上 級 コ ミ ュ

ニ ケ ー シ ョ ン 英 語 の た め の 科 目 を企 画 ､ 実施 す る ｡

･ こ こ に は 海 外 の 大 学 院 等 で 学 ぶ 際 に 必 要 に な る英 語 の ス タ デ ィ ･ ス キ ル を訓 練す る科 目

も 含 まれ る ｡

･ 学 習 成果 は
一 連 の 公 的 英 語 検 定 に よ っ て 評 価 が 可 能 で あ る ｡

3 ｢ 大 学 英 語 教 育研 究 部 門+ の 学 内 措 置 に よる設 置
･ 長 期 的 な展 望 の 下 で 英 語 教 育 の 改 善 の 在 り方 を研 究 す る組 織 を設 置 し ､ 調 査 ･ 研 究 の 成

果 を各 学 部.､ 英 語 担 当 教 員 に 還 元 す ろ ｡
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